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日本原子力産業会議  森

にしたたかな位置を占めていたので

ある。“日本人は放射線アレルギー
(日本の)開発の成果は進んで国

協力に資するものとする」という

が強く原子力なら何でも感情的に反  一文がある。これは原子力の平和利
発する"|い った見方は,必ずしも ^用は, ヒロシマ・ナガサキの犠牲の

に築かれるものである以上, 日本

ノゼ

拳望当らない。

Vol.37,No.9(1995)

琴   ib
ヒロシマ原爆から6年後に刊行さ

れた『原爆,子一広尋の少年少女の
うったえ』という本は,被爆当時4
才から12才だった少年少女の体験手
記を集大成した,当時の大ペストセ

ラーで13ヵ国で翻訳本も発行された

ものである。その編著者長田新博
士 (1887～ 1961)は ペスタロッチー研

究の世界的権威者,戦後日本教育学
会の初代会長を11年務められたその

道の泰斗であるとともに, ヒ由シマ

を原点とする平和運動家としても著

刻

…
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(ユ塞上自壺れた船迪ノ各蓄イぜ景:会奪理舅I掌 [言発I去
奪優

用謂翼賃な暑撃霧廷算をitttm tメ峯喜Ъ身(1926年ヒロシマ生れ)も当
。産業界・政界。マスコミなど文字通  時,国際的な原水爆競争の中での性

軍泉「繁i眈te薦違 嚢畠藤1言謙櫂踏
憾

第

り国どおけての歴史的な大論争が農  急な着手にはどちらがといえ

唱しだ米国など先進諸国の原水爆競  いう提言が続く中,若手お
争に巻き込まれる恐れはないか,原  ラングリーな勉強会「原子力
子力も所詮緬刃の剣"と いえる技術  の世話役だった私は,そ の団体の一

言重:言i111:li:I][[毛詳:il[]意[liきi:I::キ:、衆
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類文化の一段の飛躍が期待できる」 あまり議論にならなかった)。     からん」という単純なものだったが,
と述べ, さらに「平和に徹した利用   その結果,平和利用に徹するため  その応対に出た橋本清之助氏らは
の推進こそ,日本人に課された崇高  の要件として,「自主・民主。公開」 「私たちは軍部の暴走をおさえられ

li}を

・″~   1ド
IItttltitil:災留阜  長年)1基某曇i責歴:革島浩

:蟹

吉菖曇  I属恵tr慧漿言昌農[事 :な膏言
一致で採決された。そしてそ  思っている。原子カエネルギーが日
を担堡・監視することを任務  本の平和と復果に役立つ のヽなら大
,原子力委員会(行幣と一線  馬,労をとψたいと願っている。君

管警今局薔13■景墓喬機
でatill::I:lili[:;[すべき子とは,その1割近い人数の  関として)56年 1リ

子供が,「このすごいエネルギーを  主」とは外国か顔
人殺しや戦争に絶対使わないで,平  がらみの)影響を1
和のための産業のために使って下さ  主」とは当時の「茄
い」と肉親や友人の犠牲がせめて将  識しつつ能力に応じて何人も参加で  齢60才だったが,3年後 (1956年 )発
来に何か役立ってほしいという悲痛  きること,「公開」は国民が平和利用  足した民間唯一の原子力開発総合協
な願いを述べている(平和利用も否  専守を常に確認できるよう“ガラス  議機関 の 日本原子力産業会議
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学 界

日本学術 会 議

(■にnce COund1 0f Japan)

〒106東京都港区六本木7-22-34

rd ⑩3)403-6291

組織,日本学術会議は 3年を一

調として,会員が選ばれるのc
その内部の委員会も,それに関連
してその都度編成され約 3年間は
そのまま継続する。したがって,
組織面では前年と変ってぃないの
で,原子力年鑑77年版を参照願い
たtヽ。ただ,日本学術会議の委員
会には,基本的には二つの区分が
ありそれに若干の部分的分類があ
るoすなわち,特別委員会は,一
こ3年ごとに改編され,場合によ

11憾曇曾基1粧 ltttξttLI
!t,常
設委員会で,メ ンバ…はぃ

る体制の整備確立について (勧

告)

わが国における原子力利用の急

速な発展に ともなって,同会議
は,原子力科学研究についての勧
告 (昭和42年)放射線影響研究の
推進についての勧告 (同43年),

および大学関係原子力将来計画に

ついての勧告 (同46年)な ど,わ
が国の原子力研究開発体制の均衡
と調和のある発展のため,しばし
ば提言を行なってきた。

しかし,これらの勧告がいまだ
充分に実施に移されていないこと

はきわめて遺憾なことである。と

くに,さ ぃきん,原子力発電所な
どにおいて事故や故障が多発し,

しかもそれに対して適切な措置が

とられていないことが,原子力行
政ならびに原子力開発に対する国

民の不信の一因となっていること
は否定できない。

いうまでもなく,原子力施設等
における各種の事故ゃ故障および

被曝データなどは,安全性確保の
ための技術の確立にとって不可欠
の情報源である。したがって,ァ
メリカをはじめ諸外国において

は,それぞれしかるべきシステム
を設けて事故情報の収集・整理・

保存および利用に努めている。わ

が国では原子力基本法において,

自主開発がうたゎれ,また公開の
原則が明記されているにもかかゎ

らず,遺憾ながらこのようなシス
テムが存在しない。

同会議は,政府が原子力施設の
事故情報の収集,整理,保存,利
用および公表を保障する体制の確

立のため直ちに所要の措置をとる

よう勧告した。

所要の措置には,

t iriη
f二 IF。 1,

日本学術会議  433

(J 事故情報を報告する義務を
課する法的措置

0)収集された事故情報の整理
保存,利用おょび公表を行な
う機関の設置

が含まれなければならない。

なお,国民の生命,健康および
安全にかかゎる情報については,
企業秘密や,ノ ウハゥの有無にか
かわらず速やかに公表さるべきで
あることを付記する。

また,この機関は,例えば別記
参考案に示すよぅに,必ずしも当
初から膨大な機構を設ける必要は
ない。むしろ速かに発足させるこ
とが肝要である。

(注)な おここで,事故,故障
とは,原子力施設おょび放射性物
質の輸送や処分等において発生す
る異常な事象で,安全上おょび技
術上検討を要する一切のものを意
味する』。

以下別記として,原子力安全情
報センター (仮称)の案が添付さ
れたが,その規模は,計算機部門
を含めて10～15人で発足させれば

よいとしており,なおその運営に
ついて,自主的,民主的であるこ
とを要望してぃる。

またこの第73回総会では,政府
の原子力基本法改正の動 きに対
し,次の見解をしめし,これを政
府に伝達することを決定した。

『原子力基本法等の一部改正案
に関する見解 (伝達)

本会議は,国民の生命と安全を
守ることを最優先する立場から京
子力の即発が行なわれるよう,安
全確保については徹底した措置が

とられ,原子力行政の民主的性格
が強化されなければならないこと

を強調し,その要件についてもす

こ:[[]li曇霜募讐L葛馨

ξ破鍼 畠挙



434  日本の原子力関係機関

でにしばしば勧告を行なってき
た 。

そもそも,原子力の研究,開発
および利用において,国 民の生
命,健康,安全および福祉を厳重
に保障するための安全規制行政

と,国民経済の発展を目的とする
原子力開発・利用のための行政と

は,その観点が異なることは,ぃ
うまでもない。おょそ,原子力の
開発,利用を強力に推進するため
に,安全規制をそれに従属させ,
規制の緩和をはか るな どのこと

は,あ つてはならない ことでぁ
る。

われわれは,原子力基本法等の
一部改正が問題となっている現

在,従来本会議が行なってきた諸
勧告の趣旨をとりいれ,安全規制
を重視し,それを優先する立場が
守られることが必要であると考え

る』。

(1)原子力研究連絡委員会 (委

員長柴田俊二)

この連絡委員会の仕事はほぼ前

年の継続である。前年 に報告 し

た, 6つの小委員会,すなわち開
発基礎研究,放射線影響,ラ ジオ
アイツトープ利用,原子力施設共
同利用推進,将来計画は引きつづ
きそれぞれ担当の業務を行なっそ

きたが,国際放射線研究会議準備
小委員のみは同会議の進展状況か

らみて,廃止された。

0 核融合研究連絡会 (委員長
高山一男)

この連絡会は,プラズマ融合,
核融合炉工学,将来計画,国際交
流特

=研
究,および人材養成の各

小委員会がそれぞれ活発に活動し

た。

核融合研究開発に関する現状の

把握と将来計画については,1977
年 8月 19日 ,日本学術会議におい
てシンポジゥムを行ない,広く研
究者一般からの意見を聴いた。

特定研究については,昭和50年
から52年度にかけての「核融合エ

学の基礎」によって得られた成果
を定着させ,さ らに発展させるこ
とをめざして検討が行なわれた。
その結果「 プラズマ理工学」およ
′
び,核融合炉工その分野における
新しいタィプの「計画研究群」の

新設提案となり,すでに前者は認
められている。

国際交流のあり方については,
単なる人および情報の交流だけで

なく,国際的な共同研究,共同開
発をふくめ,積極的な交流の計画
をうちだすべきでぁることが論ぜ

られた。なお,具体的な提案とし
ては,1980年のプラズマ物理学国
際会議の日本開催の希望が表明さ

れ,そのための準備が行なわれて
いる。

llyl 原子核研究連絡委員会 (委

員長高木修⇒

研究将来計画としては, NUM
ATRON計画,TRISTAN計画,
理論将来計画,国際協同研究計画
等をふくめて,研究計画全体につ
いて総合的な見直しを行ないつつ

ある。

なお,1977年 9月 5日がら10日
にわたって,原子核構造国際会議
が東京で行なわれた。また,1978
年開催予定の高エネルギー物理学

国際会議の準備のために国際会議

委員会を組織し,準備を進めてい
る。

日本原子力学会

(AtOmた Energy

Society Of

〒105東京都港区新橋1-1-13
(東電1日館106号室)

Tel.(03)591-1927(直
通)

Tel.⑩め∞3-611

日本原子力学会は,

月14日創立され,53年 1月 31
在,正会員4,327名 ,賛助会
社,学生会員395名 ,
名である。

52年度役員は,会長・山
氏,副会長・柴田■=男
理事13名および監事2名。

部は支部長・岡部茂氏ほか

名および監査2名。中

部長・玉河元氏はか幹事12名

び監査 2名。また52年 9月

東北支部は支部長・百田

か副支部長 1名,幹事7名お

監査 2名である。

52年度の会長は,大山

選任されたが7月急逝され,

新たに冨I会長・山本賢三氏

会長に選任された。

活動の概要

学会活動の二大柱ともい

「学会誌」と「研究発表
会」

いてはつねに改善をすすめ

をはかり,ま た時代に先″

―マを選んだ各研究専門

よび「炉物理」「海外
原子

究」「核融合炉」の3連
絡会,

賞の贈呈,科学研究費配

員の推薦など,学会活動
を

す充実させている。

編集出版関係

月刊「 日本原子力
学会

研究論文,技術報告,

資料,シ ョート・ノ
ート
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内国

内国

社会党,原子兵器に関する岸発言に反ば

表院, 日米原子力第 2次細目協定承認
票子炉等規制法可決

乳府,イ ギリスの水爆実験に抗議
喜民党当面の原子力政策を決定
諏印中の岸首相,イ ンドのネール首相 と
豪水爆禁上の共同声明

駒時,ア メリカ・ネパダの核実験強行に
電

嚢子力委,昭和32年度原子力開発利用基
時 画を議決,ま た原子力年報の発行を
t定

劇け壼同位元素による放射線障害の防止
こ関する法律 (放射線障害防止法)公布
聰 11施行 )
噸 料均質.核燃料物質及び原子炉の規
議E慶 する法律 (原子炉等規制法)公布
認 29発 行 )

=子
力委,原盤公社ウラン製錬施設及び
底石試簑所を茨城県東海村村松地区に建
ミすると決定, また,放射能調査専門委
)設置を決定

冨子力委,原子燃料専F]部会の設置を決

崚 審議会設置 (政令第167号 )

雌 医学総合研究所 (樋口助弘所長 )
:足

靖 閣成立

:子力委,32年 度核原料物質探鉱計画を
:定 (以後毎年 )

旺A憲 章の批准書,ア メリカ政府に寄

:産.動力炉開発方策特別委 (大山松次
1主査)ヵ

'共
同開発方式による動力炉の

期輸入を打ち出す

嘔A憲章公布 (条約第14号 )
継公社,人形峠出張所を設置 (827開
Jヽ )

子力委,動力炉受け入れ体制を決定 (9
カ,電発.業界などによる新民間会社 )
.EA憲章発効
子燃料専門部会,原燃公社製錬パイロ
トプラン トの製錬方式等について原子
委に答中

611ア メリカ政府,ネ バダ実験に対する日本
の抗議を拒否

618ア メリカ上院,IAEA方口盟を批准
619ア メリカ大統領,核実験禁上で米ソ両国
間に一時的協定を結ぶと語る

7 8ア ジァ原子カセンター設置会議開催 (ワ
シントン)

7 9フ ランス.ュ ーラ トム条約を批准
712ア メリカ・ォース トラリア原子力情報交
換協定調印

719フ ランス・ スィス原子力協定調印
719西 ドイッ,ュ ーラトム条約批准
7 29 1AEA憲章発効
7 31 1AEA理事国決定 (日本など12ヵ 国 )

原子力委,ア メリカ,イ ギリス両国との
動力協定交渉基本方針を決定

岸首相,ア メリカ大使にエニウェ トク核
実験 (584予定)中止を要請
放射線審議会第 1回総会開催

政府,日米原子カー般協定の交渉開始を
申し入れ

923政府,国運に核実験停止決議案を提出
10 1政 府,IAEAの設立総会に主席代表 とし
て石川一郎氏を派遣

10 5原 子力委,発電用原子炉開発のための長
期計画案を発表

1018素粒子論グルース 動力協定を急ぐなと
原子力委に申し入れ

り‖:2:唇柔濃軍男曇竃腐糞量電郵亀轟肇髭長)
11 8原 子力委,原子炉安全審査専Fl部会を設
置

1122原 子力委,ゥ ィーンに原子カアタッシェ
の常駐を決定

1218原子力委,発電用原子炉開発のための長
期計画を決定,原研を中心に増殖炉を開
発する方針を示す, また核融合反応の研
究開発に早急に着手する方針を決め声明
書を発表,実用原子炉に関する乙種技術
導入につぃて決定

122,原産,原子燃料開発についての見解をま

1223撫撃男曇F場ほ農撃勇言≦[彙糞
昭和33年

123日 米原子カー般協定の日本側対策案をア
メリヵに手交

10 1lAEA第 1回総会開催 ウィー

ン)

10 91AEA本 部,ウ ィーンに設置決定
10 9イ タリア上院,コ ーロッパ共同市場,ユ
ーラトム条約批准

1018ア メリカ政府,IAEA予算の 3分の 1の
引き受けを決定

11 7ア メリカ政府,日米原子カー般協定に保
障条項は除けぬと言明

1115ア メリカ原子力委,東京に事務所開設

12200露 C事務局,ENEAの 創設を発表

1 9

昭和33年 (1958)

ユーラトム (ョ ーロッパ原子力共同体 )
条約発効

アメリカ原子力委員長,1957年 中の原子
力発電は 8万5000kWと 発表
アメリカ,lA臥 に無償で専門家提供を
言明

127第 4回国連科学委開催 (～ 37.
―ク)

2 1ィ ギリスとカナダ,ゥ ラン協定締結
223ソ 連,一連の核実験開始 (～ 322)

一■

対
〕」
Ｌ
”

913

9 17

9 17

9 20

1[里 椿辱璽
'日 英動力協定の免責条項

][[][:::][;][]富季旱免
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Logic Of the E■ imination of Nuc■ ear Weapons

Kazuhisa Mor■

(■ )Background at the Time of the ttnitia■  Use of Nuc■ ear Weapons

During Wor■ d War 工工, ■otab■ y in the second ha■ f of the war,
the 」apanese and Cerman forces repeated■ y committed atrocities
hitherto out of ■ine with the prevai■ ing wartime mora■ ity。  (They
used po■ son gases, ki■ ■ed c■ v■ ■ians, and massacred particu■ ar
racia■  and re■ igious groups)  In response, the A■ ■ied Powers
(unaVOidab■ y?)began using simi■ ar means of war, in particu■ ar
the ■ndiscr■ m■ nate bombing of noncombatants.  Dresden, Tokyo,
Kobe and many other c■ ties were targeted for such ra■ dso This
then,  as a ■ogica■  consequence,  ■ed to atomic bombings.  The
A■ ■ied Powers probab■ y did such acts of war on the ground that
"they were fighting with countries whose genera■  pub■ ic were a■ ■
potentia■ combatants and therefore cou■ d be targeted for attack.'

The  corruption or  abandonment  of  conventiona■   wartime
mora■ ity was ■eft unheeded after the war (工 t shou■ d be noted that
the  term  "wartime  mora■ ity''  itse■ f  is  a  notion  fu■ ■  of
contradictions)。    The victor nations in particu■ ar, have not
ana■ yzed or reviewed their justification for abandoning the
mora■ ity, nor have they cr■ ed out for ■ts restoratlon.  On the
contrary, it wou■ d seem that Nuc■ ear Weapon Countries and their
sympathizers have wanted the ■ack of mora■ ity to continue.  This
■s  c■ ose■ y  re■ ated  to  the  fact  that  they monopo■ ize  the
possess■on of nuc■ ear weapons.  The corruption of mora■ s ■s a
matter for sou■ ―searching among the nations of the wor■ d in v■ ew
of the numerous tragedies that have fo■ ■owed in the past 50
years.

(2)Evi■ s of Nuc■ ear Weapons

Specia■  injuries  associated with  radiation and mass
destruction or mass― kil■ ing can be picked out as two major evi■ s
of nuc■ ear weaponso  Up ti■■ now, the emphas■ s has been ■a■ d on
the former (radiation injuries)presumab■ y because specu■ ation
has been rife among varlous groups Of peop■ e.  For instance, it
wou■ d be to the■ r advantage to emphas■ ze a difference w■ th the
chemica■  and blo■ ogica■  weapons that are a■ ready under the ban
of internationa■  agreement.  That is why most exp■ anations for
radiation injuries in Hiroshima and Nagasaki have continued to
be very emotiona■  ―― the more so because they are based on
epidemlo■ ogy, a specia■  discip■ ine of science.  For examp■ e, it
■s qu■ te anoma■ ous that the press has never been ab■ e to spe■ ■
out the fact that "there was no genetic effect in the two
cities." As a result, the stress and discriminations fe■ t by the
victims has been wrong■ y exaggerated.

Nuc■ ear weapons cannot be used w■ thOut extending mass
destruction or mass― ki■■ing which w■ ■■ effect the genera■  pub■ ic
and humanitarian faci■ ities, such as hospita■ so   As tt noted
above,  any  weapon  can  be  used  to  de■ iberate■ y affect
noncombatants.  But nuc■ ear weapons ■nΩヱ上上ah■ヱ invo■ ve them and
can on■y ex■ st when there ■s a condition of corrupted wartime
mora■ ityo  This po■nt cannot be emphas■ zed too much as a reason



for rejecting nuc■ ear weapons, and tt be■ ieve that is the on■ y way
to keep the appea■  for e■ im■ nation of nuc■ ear weapons away from
■so■ ation。

(PoStscript)
Regrettab■ y, it seems the time is sti■ ■ far off when the

abandonment of the means of war itse■ f can become a subject for
internationa■  consensuso  So the question of wartime mora■ ity is
a crucia■ and urgent task for the future of mankind.  工 wish for
ser■ ous approach to this questlon ■s requested from a■ ■ persons
(COuntries)that c■ aim to be responsib■ e for wor■ d order。


